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巻頭言

平成 28 年度の理学部 FD は「障がいを抱えた学生の受入れと支援」をテーマとして 9 月 7日に開催

されました。よく知られているように平成 25 年 6 月に障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（障害者差別解消法）が設定され，本年 4月 1日から施行されました。この法律が施行されるま

でも，大学入学試験における特別措置などが実施されて，私たち教職員も障がい者との共生に向けた

社会的な動きは感じていたことです。また28年度は比較的重度の障がいをもつ学生が入学しました。

従って我々教員にとっても，差し迫ったテーマでもありました。

日本学生支援機構（JASSO）の平成 27年度の全国の大学・短大・高専を対象とした調査によると，全

学生数の 0.68%が障害学生で， 74.5%の学校に在籍しているとの結果が出ています

（http://www.jasso.go.jp/gakusei/tokubetsu_shien/chosa_kenkyu/chosa/index.html）。0.68%という値は低い

ように見えますが，理学部の在籍者数にこれを当てはめると 15 人程と言うことになります。しかも

この調査における障害学生とは，身体障害者手帳，精神障害保健福祉手帳および療育手帳を有してい

る学生または健康診断などにおいて障害があることが明らかになった学生ですので，実際に我々が考

慮しなければならない学生はもっと多いことになります。さてその内訳を見てみると病弱・虚弱（内

蔵の機能障害，身体虚弱，アレルギー等で診断書があるもの）が 29.8%，精神障害（精神疾患，精神

障害，知的障害）が 27.1%，発達障害（診断書あり）が 15.8%となり，続いて肢体不自由（11.7%），

聴覚障害 8.0%，視覚障害 3.5%と続いています。これを見て分かるのは，障がいといってもいろいろ

なケースがあり，必ずしも外見ではわからないケースが多いということです。これらの障がいを抱え

る学生が差別されずに他の学生と平等に教育を享受できることが，求められています。法律は不当な

差別的扱いの禁止や合理的配慮を求めています。前者は比較的分かりやすいのですが，後者はなかな

か難しい面があります。考え方としては，障がいを持つ学生から意志の表示があったときに，負担が

過重でないときには障がい者の権利や利益を侵害しないようにしなければならないということです

が，判断が難しいのが現実です。幸いにして法律では，私立大学に対しては合理的配慮は努力義務と

なっていますから，障がいを持つ学生の支援をしながら経験を積んで行くしかないと考えています。

この件につきましては，法人として専任の組織がない現状では，教職員の皆様に負担を強いらざるを

得ないことを心苦しく思っています。同時にご協力を戴くことをお願いするところです。なお障がい

学生の支援については JASSO から情報が発信されていますので，参考になります

（http://www.jasso.go.jp/gakusei/tokubetsu_shien/）。

個人的な経験になりますが，外見ではわからない障害として色覚障害をもつ学生を何度か卒業研究で

見たことがあります。就職のことを雑談で話しているときに教えてくれて始めて知りました。パソコ

ンを使う講義を行なう教員が増えてきていますが，我々が実践しやすい取り組みとして，ユニバーサ

ル (カラー) デザインにも取組んで戴ければ幸いです。障がい者が見やすい表示・印刷物は健常者も

見やすいと思います。

最後になりましたが，今回の FDも理学部教育開発センターの山内長承教授，朝倉暁生教授を始めと

する運営委員の先生方の企画運営と習志野学事部髙橋光代課長，理学部教務担当の佐藤絵梨香さん，

中野華永さんの綿密な支援で実施されました。また基調講演だけでなく我々の疑問に対するご示唆ま

で戴きました早稲田大学保健センター学生相談室の樫木啓二先生ならびに今年もご参加戴いた山﨑

純一学長に感謝いたします。

　　　東邦大学　理学部長
髙 橋 正
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学長挨拶

東邦大学 学長 山﨑純一

2016年度理学部 FDワークショップに参加して

テーマ 身体障がいを抱えた学生の受け入れと支援 （1800～2000字）

第 13回理学部ＦＤワークショップは平成 28年 9月 7（水）に習志野キャンパスにて

開催されました。当日は理学部教員 85名、事務職員 11名、そして私を含めて計 97名

が FD（Faculty Development）に参加しました。

平成 25年 6月に障害者差別解消法（以下、同法）が成立し、3年後の平成 28年 4月

から同法が施行され、障がいのある子どもに対する支援・配慮が、国公立学校には義務

付けられ、私立学校や民間施設などにも努力義務として課せられるようになりました。

同法施行に伴って、「身体障がいのある学生の受け入れに対してどう対応すべきか」

をテーマとし『身体障がいを抱えた学生の受け入れと支援』というタイトルで、理学部

FD ワークショップにて活発な討論が行われました。FDに先立ち、タスクフォース代表

である山内長承教授（教育開発センター長）から趣旨説明がありました。

FD 前半は講演形式で、早稲田大学保健センター学生相談室 兼 学生部障がい学生

支援室の樫木啓二先生（臨床心理士、特別支援教育士）から、「早稲田大学の障がいを

抱えた学生に対する支援について～背景・これまでの取り組み・そして今後の展開～」

のタイトルで基調講演がありました。具体的内容は①「障害者差別解消法の基本的な考

え方と②「早稲田大学における障がい学生支援：身体障がい学生・発達障がい学生への

支援」でした。そして、障がい疑似体験としてノートテイクや心理的疑似体験が全教職

員に対して行われました。その後、「身体障がい」「発達障がい」についてグループディ

スカッションが行われ、各グループから討論の結果が報告されました。

障がいのある子どもに対する合理的配慮は小・中・高校に留まらず大学などでも適用

され、対応指針として「大学等全体としての受入れ姿勢・方針を明確に示す」ことが提

示され、入学試験における配慮、入学後の支援内容・支援体制などを、ホームページ等

で「可能な限り具体的に明示する」ことが求められています。対象となる障がい者は、

「身体的障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がいを含む）、その他の心身の機能

障がいを有する者」と同法第 2条に規定されています。

独立行政法人日本学生支援機構では、全国の大学、短期大学及び高等専門学校を対象

に、障がい学生の修学支援に関する実態調査を実施しました。平成 27年 5月の時点で、

障がい学生数は 21,721人（全学生数の 0.68％）で、平成 26年度（14,127人）に比し

7,594人増加しました。障がい学生数が増加した要因として、各大学において「障がい

学生」に対する認識が高まったことや「障害者差別解消法」の施行が考えられます。一

方、障がい学生在籍学校数も 880 校（全学校数 1,182 校の 74.5％）と前年より増加し

ていました。

私立大学においても同法は努力義務とされており、本学においても障がいのある学生
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への支援・配慮について検討する必要があります。入学前の支援として入学試験におけ

る配慮、入学後の学生生活への支援、卒業時のキャリアに関する相談会開催などを実施

することが求められています。

本学は自然科学系の 4 学部を有する総合大学であり、いずれの学部も医師、薬剤師、

看護師、臨床検査技師などを目指した学生が多いことから、国家試験の受験資格なども

考慮する必要があります。入学を許可した学生を立派な社会人として世に送り出さなく

てはなりません。障がい学生に対しても、当然ながら途中で挫折しないよう教職員は最

大の努力を払う必要があります。理学部においては臨床検査技師課程や教職課程なども

ありますので、国家資格取得のための条件なども考慮し、実験や実習などもあることか

ら、学生の将来展望も十分に考慮しつつ、志願時に身体的障がいの程度についても個々

の面談を介して学修生活の可能性についても相談することが重要です。

一方、習志野キャンパスの健康推進センター（学生相談室）では、発達障がいを含め

た精神障がいの学生に対するサポートも行っています。発達障がいは、コミュニケーシ

ョンや社会性、学習、注意力等の能力に偏りが生じ、日常生活が困難になる脳機能障害

でもありますので、相談室だけではなく教職員や学生の支援も必要です。本学の建学の

精神は「自然・生命・人間」です。教職員・学生皆が温かな気持ちを持って、本学の障

がい学生を見守って欲しいと思います。

今回の理学部 FD の企画・運営責任者である山内長承理学部教育開発センター長、タ

スクフォースの先生方、そして参加された先生方皆様に感謝いたします。また、いつも

支援下さる事務の方々にお礼を申し上げ、結びの言葉とさせて頂きます。

参考資料

・発達障害学生の理解と対応についてー学生相談からの提言－：日本学生相談学会

（ 2015年）

・JASSO PRESS「平成 27年度（2015年度）大学、短期大学及び高等専門学校における

障害のある学生の修学支援に関する実態調査
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2016年度理学部ＦＤ報告

2016年度ＦＤ世話人

生命圏環境科学科 朝倉暁生

１．テーマ「障がいを抱えた学生の受け入れと支援」

２．目的

2016年 4月 1日に、いわゆる「障害者差別解消法」が施行され、今後私立大学において

も、様々な障がいに対する「合理的配慮」が求められる。このため、今後求められる対応

がどのようなものかを理解し、対応方針を早期に検討しておくことが必要である。実際

に、本学部においてもこの 4月に複数名の聴覚障がい者が入学したが、これまで対応方針

が検討されて来なかったため、対応が場当たり的になったことは否めない。

そこで、2016年度の FDにおいては、私立大学において「障がいを抱えた学生の支援」

を先進的に行っている早稲田大学の取り組み事例への理解を深めるとともに、本学部にお

ける「対応方針（早稲田大学における「障がい学生に対する基本方針」）」の策定に繋げ

る。

このような「障がい学生支援」を推進することは、一般の学生にとっても「分かりやす

い授業の展開」、「teaching materialの充実」に繋がることが期待できる。さらに、これ

を「ダイバーシティ」にむけた取り組みへと視野を拡げ、学生への支援だけでなく、教職

員の職場環境の整備へと拡充することにより、万人にとって働きやすい魅力ある職場づく

りに繋がることが期待できる。

獲得目標：

＜組織＞

・本学部における「対応方針」の検討

・対応のための組織的な役割分担の検討

・（障がい対策からダイバーシティへ）働きやすい職場づくりに向けた検討

＜参加者個人＞

・障がい者差別解消法、および今後私大に求められる「合理的配慮」の理解

・障がいを抱えた学生に対し各教員が「できること」の理解、授業改善にむけた取組

への理解、および自らの取り組み

日時：2016年 9月 7日（水）10時 30分～17時 00分

会場：理学部５号館 5101教室（全体会）、5201・5202・5203・5204（グループ討議）

参加者：理学部教員 85名（欠席 21名）、事務職員 11名、

山崎学長、安齊学生部長（薬学部）

３．当日のスケジュール

10時 30分～10時 40分 学長挨拶（以下グループワークまで 5101室）

10時 40分～11時 40分 樫木先生基調講演
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テーマ：早稲田大学の障がいを抱えた学生に対する支援について

～ 背景・これまでの取り組み・そして今後の展開 ～

11時 40分～12時 10分 障がい疑似体験１（グループワーク）

ノートテイク体験（身体障がいの疑似体験） 担当：朝倉

（昼食）

13時～13時 30分 障がい疑似体験２（グループワーク）

心理的疑似体験（発達障がいの疑似体験） 担当：樫木先生

（教室移動）

13時 40分～14時 30分 グループディスカッション１

・テーマ 障がいを抱えた学生の支援と教育改善への展開

「大学院における支援」「学部講義における支援（身体障がいを中心に）」「学部講義にお

ける支援（発達障がいを中心に）」「学部実験における支援（身体障がいを中心に）」「学部

実験における支援（発達障がいを中心に）」の各グループに分かれてディスカッション。

・ディスカッション１の流れ

事前アンケートの集計結果共有を行ったうえで、各自に（特に自分のグループのテーマ

に関して）「困ったこと・聞きたいこと」をタックシールに書いてもらい、ホワイトボー

ドに貼りながら簡単に説明。タックシールをグルーピングし、項目ごとに分ける。それら

の中から、自分たちのグループが一番知りたいこと、聞いてみたいことを抽出する。

14時 30分～15時 00分 ＧＤ１の報告＋樫木先生からのフィードバック

（休憩）

15時 10分～16時 10分 グループディスカッション 2

・テーマ 障がいを抱えた学生の受け入れと支援に関する基本方針と組織間の役割分担の

あり方について

・グループディスカッション２の流れ

各グループのテーマに沿って、「障がいを抱えた学生の受け入れと支援に関する基本

方針に盛り込むべき内容」と「組織間の役割分担」について、タックシールに書いてもら

い、ホワイトボードに張り付けながら説明。タックシールのグルーピング。抜けていたこ

とを書き足す。

16時 20分～17時 各グループからのプレゼン（主にＧＤ２を通じて）

講評（樫木先生より）、振り返りアンケート

４．事後の振り返り

参加者への事後のアンケート調査は、以下のような結果となった。

・「障がいそのものへの理解」 肯定的回答 92％、否定的回答８％

・「障がい者差別解消法の理解」 肯定的回答 94％、否定的回答 6％

・「私大に求められる合理的配慮の理解」 肯定的回答 84％、否定的回答 16％

・「他大学における支援の現状理解」 肯定的回答 94％、否定的回答５％

以上のように、全ての項目において概ね肯定的な回答の割合が高く、当初目的とした障
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がいおよび障がいを抱えた学生への支援のあり方に関する理解を進める上で、本ＦＤは意

義があったと思われる。ただし、他項目に比して「私大に求められる合理的配慮の理解」

において肯定的回答の割合がやや低かったが、これについては時間的な制約もあり、本Ｆ

Ｄで十分に取り上げることができなかった。

このため、このテーマについてはまた時機を見て、より詳細な項目についての理解を深

めることが必要なのではないかと思われる。

また、自由記述「本学部における今後の「障がいを抱えた学生の支援」のあり方につい

てのお考え」については、早稲田大学の「障がい学生支援室」のような専門部署の立ち上

げに関する意見が非常に多く、次いで「組織的な対応」、「（話し合いだけでなく）具体的

な取り組みの実施」などの意見が挙げられた。また、そのためにも「全学的な対応方針」

を明確にする必要があるという意見も複数挙げられていた。

今回、あるいは今後のＦＤについての自由意見では、まず今回のＦＤについて、時宜を

得たテーマであったこと、また障がい体験などを行ったことに対して、肯定的なご意見が

多く挙げられた。運営については、ディスカッションや発表の時間が長く、樫木先生のお

話をもっと伺いたかった、という意見と、ディスカッションは他学科の新しい先生と知り

合う機会もあるので、もう少し長くても良いという意見の両方が見られた。

今後取り上げてほしいテーマとしては、「授業改善」「授業アンケートのあり方」「教職

協働」「新入試」「産学連携」「ダイバーシティ」「学内委員会の見直し」など多岐に亘るテ

ーマが挙げられた。また、進め方については、教員と職員の交流の場をもっと増やしてい

く必要があること、一泊のＦＤについては見直しをしてほしいこと、これまでのＦＤで議

論されたことについて、何がどこまで実現されたのか、などＦＤそのものの振り返りが必

要であるという意見が挙げられた。
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基調講演資料

早稲田大学の障がいを抱えた学生に対する支援について

早稲田大学保健センター所長 樫木 啓二先生
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早稲田大学の
障がいを抱えた学生に対する支援について
～背景・これまでの取り組み・そして今後の展開～

2016.9.7
東邦大学理学部FD研修

早稲田大学保健センター学生相談室
兼 学生部障がい学生支援室

樫 木 啓 二
（臨床心理士、特別支援教育士）

本日の内容

• 障害者差別解消法の基本的な考え方

• 早稲田大学における障がい学生支援

身体障がい学生への支援

発達障がい学生への支援

• まとめと今後の課題

高等教育機関における障害学生数
視覚障害, 755,

3.5%

聴覚・言語障害,
1,737, 8.0%

肢体不自由,
2,546, 11.7%

病弱・虚弱, 6,462,
29.8%

重複, 374, 1.7%

発達障害（診断書

有）, 3,442, 15.8%

精神障害, 5,889,
27.1%

その他の障害,
516, 2.4%

全障害学生数
２１，７２１人

独立行政法人 日本学生支援機構

「平成2７年度 大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実態調査結果報告書」をもとに作成

Ｈ２０（2008）年度 ２９９人 （4.8%）
Ｈ２１（2009）年度 ５６９人 （8.0%）
Ｈ２２（2010）年度 １，０６４人（12.1%）

障がい学生数と障がい学生在籍率の推移

日本学生支援機構 『「平成 27年度（2015年度）大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の
修学支援に関する実態調査」結果の概要について』より

高等教育機関における
学生数3,185,767人

発達障害学生数の推移（診断書有）

日本学生支援機構 「平成 27 年度（2015年度）大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の修学支
援に関する実態調査」結果の概要について

障害者権利条約と差別解消法

2004年6月 「障害者基本法」改正
⇒法律ﾚﾍﾞﾙで“発達障害”という言葉が登場

2005年4月 「発達障害者支援法」施行
2006年12月 「障害者権利条約」が国連総会にて採択

日本政府は07年9月署名（未批准）
2007年4月 特殊教育から特別支援教育への転換
2011年8月 「障害者基本法改正」

“合理的配慮”が初めて日本の法律に明記
2012年4月 「障害者自立支援法」等の一部改正・施行

⇒発達障害も支援の対象になる
2012年6月 「障害者総合支援法」成立←障害者自立支援法
2013年6月 「障害者差別解消法」成立
2014年1月 「障害者権利条約」に日本政府が批准
2016年4月 「障害者差別解消法」施行
2016年5月25日 改正発達障害者支援法成立
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障害者権利条約 第2条：定義

• 「障害に基づく差別」とは、障害に基づくあらゆる
区別、排除又は制限であって、政治的、経済的、

社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野に

おいて、他の者との平等を基礎として全ての人権

及び基本的自由を認識し、享有し、又は行使する

ことを害し、又は妨げる目的又は効果を有するも

のをいう。障害に基づく差別には、あらゆる形態

の差別（合理的配慮の否定を含む。）を含む。

「障害者権利条約」 第24条：教育5

• 締約国は、障害者が、差別なしに、かつ、
他の者との平等を基礎として、一般的な高

等教育、職業訓練、成人教育及び生涯学

習を享受することができることを確保する。

このため、締約国は、合理的配慮が障害

者に提供されることを確保する。

障害のある人への差別とは
～差別の４類型～

①直接差別：障害を理由とする区別、排除、制限等の異なる取り

扱いがなされる場合。

②間接差別：外形的には中立の基準、規則、慣行ではあってもそ

れが適用されることにより結果的には他者に比較し不利益が生

じる場合。

③関連差別：障害に関連する事由を理由とする区別、排除又は制

限等の異なる取扱いがなされる場合。

④合理的配慮の不提供：障害者に他の者と平等な、権利の行使

又は機会や待遇が確保されるには、その者の必要に応じて現状

が変更されたり、調整されたりすることが必要であるにもかかわ

らず、そのための措置が講じられない場合。

内閣府障害者政策委員会差別禁止部会（Ｈ２４年９月）

障害者差別解消法（2016年4月施行）

１．不当な差別的取扱いの禁止（直接差別を含む）
障害があることを理由に排除（または制限/不利益取り扱い）をすること。
例：障害を理由に入学や受講等を拒否する

２．合理的配慮の不提供の禁止
障害者に他の者と平等な、権利の行使又は機会や待遇が確保されるには、
その者の必要に応じて現状が変更されたり、調整されたりすることが必要で
あるにもかかわらず、そのための措置が講じられない場合。
例：視覚障害のある方に拡大文字の問題用紙や点字問題の提供を行わない。

POINT

「間接差別」「関連差別」については、具体的にどのような事例が該当するのか、必ずし
も定かではなく、現時点で一律に判断することは困難であるため、具体的な相談事例
や裁判事例の集積等を踏まえた上で、判断することとする。
（内閣府「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 Ｑ＆Ａ集」問１０－４より Ｈ２５年６月）

不当な差別的取扱い

• 障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由として、財・
サービスや各種機会の提供を拒否する又は提供に当たって
場所・時間帯などを制限する、障害者でない者に対しては付
さない条件を付すことなどによる権利利益の侵害をしてはな
らない。

＜正当な理由の判断の視点＞

障害者に対して、障害を理由として、財・サービスや各種機会の提供を拒否
するなどの取り扱いが客観的に見て正当な目的の下に行われたものであ
り、その目的に照らしてやむを得ない場合。

文科省 対応指針 第２の１（１）（２）より

＜正当な理由に相当するか否かの判断＞
個別の事案ごとに、障害者、関係事業者、第三者の権利利益の観点（安全確保、財
産保全、事業の目的・内容・機能の維持、損害発生の防止等）から、具体的場面や
状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要。

「合理的配慮」の基本的な考え方 １

「障害者から現に社会的障壁の除去を必要としてい

る旨の意思の表明があった場合において、その実施

に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益

を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、

年齢及び状態に応じて、社会的障壁の除去の実施に

ついて必要かつ合理的な配慮をするように努めなけ

ればならない」

＜障害者差別解消法第８条第２項＞
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「合理的配慮」とは、障害者が他の者との平等を基礎

として全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行使

することを確保するための必要かつ適当な変更及び

調整であって、特定の場合において必要とされるもの

であり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さな

いものをいう。

＜障害者権利条約第２条（定義）＞

「合理的配慮」の基本的な考え方 ２ 障害者差別解消法の適用範囲

不当な差別的取扱いの
禁止

合理的配慮

国の行政機関・
国立大学法人

民間事業者（会社・
店舗・学校法人）

義務義務

義務 努力
義務

修学への機会保障は、法令順守（コンプライアンス）が求められる
※就労面では「障害者雇用促進法」

法の対象となる障害者

身体障害
知的障害
精神障害（発達障害を含む）
その他の心身の機能の障害がある者であって、
障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は
社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの。

難病や高次脳機能障害を含む。
（障害者基本法 第２条第１号）

障害者手帳の所持者に限られない
（「文部科学省所管事業分野における障害を理由とする

差別の解消の推進に関する対応指針の策定について」）

※以下、「文科省対応指針」と記す

障害の「社会モデル」

社会的障壁：障害のある方にとって、日常生活や社会生活を送る上
で障壁となるような、

社会における事物（通行、利用しにくい施設、設備など）、

制度（利用しにくい制度など）、

慣行（障害のある方の存在を意識していない慣習、文化など）、

観念（障害のある方への偏見など）その他一切のもの。

〔内閣府HPより〕

※障害の「医学モデル」
障害は、その人の持つ機能障害によって生じるという考え方

障害者が日常生活又は社会生活において受ける制限は、障害
のみに起因するものではなく、社会におけるさまざまな障壁と相
対することによって生じる （文科省対応指針より）

機能障害のある人のことを考えないで作られた社会のしくみに原因がある

大学等における合理的配慮の対象範囲

 「学生」の範囲

大学等に入学を希望する者及び在籍する学生（科目
等履修生・聴講生等、研究生、留学生及び交流校から
の交流に基づいて学ぶ学生等も含む）

学生の活動の範囲

授業、課外授業、学校行事への参加等、教育に関す
る全ての事項を対象

大学等が合理的配慮を提供するにあたり、
指針とすべき考え方

①機会の確保
障害を理由に修学断念することがないように。教育の質を維持すること。

②情報公開
大学全体としての受け入れ態勢・方針を示すこと。

③決定過程
権利主体である学生本人の要望に基づいた調整を行うこと。

④教育方法等
情報保障、コミュニケーション上の配慮、公平な試験、成績評価などに
おける配慮を行うこと。

⑤支援体制
大学全体として専門性のある支援体制の確保に努めること。

⑥施設・設備
安全かつ円滑に学生生活を送れるよう、バリアフリー化に配慮すること。

「文部科学省所轄事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する
対応指針」 Ｈ27年11月 別紙2学校教育分野 ３．（1）より
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相談体制の整備に関する留意点

大学等の学長（校長を含む。以下同じ。）は、リーダーシップを発揮し、大学等全体として、学
生から相談を受けた時の体制整備を含む次のような支援体制を確保することが重要である。

① 担当部署の設置及び適切な人材配置
・担当部署の設置：障がい学生支援室、学生支援センター等
・適切な人材配置：専門性のある専任教職員、コーディネーター、相談員等
・学内部署との連携：学生相談、保健管理、学習支援、進路支援、施設関連
・苦情、紛争への対応：解決困難な場合は、第三者的視点に立ち、調整を行う組織が必要

② 外部資源の活用
教育、医療、福祉、労働関係の社会制限との連携
日本学生支援機構（JASSO）、全国高等教育障害学生支援協議会 など

③ 周囲の学生の支援者としての活用
・一部の支援学生に過度な負担がかからないように
・障害のある学生と支援学生との間の人間関係に留意、事前研修の実施（守秘義務、
障害に関する正しい知識、対応方法等）

「文部科学省所轄事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する
対応指針」 Ｈ27年11月 別紙2学校教育分野 ３．（3）を参考

学生・教職員の理解促進・意識啓発を
図るための配慮

障害のある学生からの様々な相談は、必ずしも担当
部署に対して行われるとは限らず、障害のある学生の
身近にいる学生や教職員に対して行われることも多い
と考えらえる。

⇒障害により日常生活や学習場面において様々な困
難が生じることについて、周囲の学生や教職員が理解
していることが望ましい。

「文部科学省所轄事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する
対応指針」 Ｈ27年11月 別紙2学校教育分野 ３．（4）より

情報公開

障害のある大学進学希望者や学内の障害のある学生
に対して情報公開を行う。

＜大学等全体としての受け入れ態勢・方針＞
• 入学試験における障害のある受験者への配慮内容
• 大学構内バリアフリーの状況
• 入学後の支援内容・支援体制（支援に関する窓口の設置
状況、授業や試験等における支援体制、教材の保障等）

•受入れ実績（入学者数、在学者数、卒業・終了者数、就職
者数等）

※可能な限り具体的に明示することが望ましい。ホームペー
ジ等に掲載する情報は、情報アクセシビリティに配慮。

「文部科学省所轄事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する
対応指針」 Ｈ27年11月 別紙2学校教育分野 ３．（5）より

早稲田大学における障がい学生支援について

早稲田大学、障がい学生支援室、学生相談室概要

１．早稲田大学の概要 １３学部２２研究科

学生・生徒数：54,178名（2016年5月1日現在）

２．障がい学生支援室（学生部学生生活課の1デスク）

３．学生相談室（保健センターの1部門）

保健管理部門、診療部門、学生相談部門

・相談室：早稲田キャンパス＋３分室＋附属校２校

（戸山、西早稲田、所沢）

・心理専門相談員：専任1名、常勤3名、非常勤18名、

法律専門相談員（弁護士・非常勤）２名

※医療の支援が必要な場合は、医療部門〔こころの診療室
（精神科）、診療室（含、心療内科）〕や外部医療機関と連携

早稲田で学んだおもな障がい学生 １

＜視覚障害＞

 岩橋武夫氏（1898～1954）

1916年理工学部入学、入学後失明→中退し郷里へ。関西学院大に学ぶ。

社会福祉法人日本ライトハウス創始者、日本盲人会連合会長

 田中徹二氏（1934～）

理工学部建築学科入学後、20歳前に失明。

日本点字図書館理事長、点字毎日文化賞受賞

 河合純一氏（1994年教育学部入学、2003年教育学研究科入学）

パラリンピック水泳日本代表

バルセロナ、アトランタ、シドニー、アテネ、北京、ロンドン大会に出場

５個の金メダルを含む２１個のメダル獲得

⇒2016/8/26 国際パラリック委員会が「パラリンピック殿堂」入りを発表
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早稲田で学んだおもな障がい学生 ２
＜聴覚障害＞

 伊藤正雄氏（1952年理工学部入学）

ろう・難聴教育研究会名誉会長

元・筑波大学附属聾学校教諭

 森壮也氏（1985年政治経済学部卒業、1987年経済学研究科修了）

日本貿易振興機構(JETRO)アジア経済研究所（IDE）新領域研究センター

貧困削減・社会開発研究グループ グループ長代理

元・日本手話学会会長

＜肢体不自由＞

 乙武洋匡氏（1996年政治経済学部入学）

「五体不満足」

 鈴木孝幸氏（1987年生れ、2005年教育学部入学）

パラリンピック水泳日本代表

アテネ、北京大会、ロンドン大会に出場（金１、銀１、銅３）

リオ大会にも出場

障がい学生支援室の発足①
（身体障がい学生支援）

• 1990年代後半頃から、ボランティアで有志の支
援者を募り、ノートテイクなどの支援を行うように
なった

• 障がい学生が増えるにつれて、学部・大学院が
対応

⇒障害学生支援を担当する専門部署設置を

望む声が出てきた

⇒2006年3月 障がい学生支援室開室

障がい学生支援室の発足②
（身体障がい学生支援）

修学上必要な支援を提供
スタッフ数 ４名
 2016年7月現在の登録学生数

聴覚障がい 14名
視覚障がい 5名
肢体不自由 21名

 2016年度春学期は週90コマで支援者を派遣
（※70コマがPC通訳）

支援者として登録している学生数 ２８５名
有償ボランティア

学びを支え、共に歩む
Learn Together , Live Together

・互いに学び合い、ともに成長
・障がいはその人の一部

障がい学生支援室の支援メニュー

【情報保障】

障がいのある学生が他の学生と

「同質・同量の情報」を得て、

その場に参加できるようにするための支援

合理的配慮

配慮が必要な人 配慮が不要な人

合理的配慮

対等なアクセス

判断のポイント
①対等なアクセスのために必要か
②本人が求めている支援は合理的か（法律の考え方に照らし合わせて）

合理的配慮を受けた状態が、
その人が持っている力を発揮できる状態

障がい学生支援室の支援メニュー
【共通サービス】

 教員への配慮事項の伝達

 試験時の配慮の調整

 各種情報提供

 個別相談



11

東邦大学理学部FD研修 2016/9/7

6

障がい学生支援室の支援メニュー
【聴覚障がい学生へのサービス】

 ノートテイク

 記録（ノートをとる）

 パソコン通訳

 遠隔パソコン通訳

 手話通訳

 音声教材の文字起こし、字幕挿入

障がい学生支援室の支援メニュー

 教材の点訳

 教材のテキストデータ化

 移動支援

 代読

 代筆（ノートをとる）

【視覚障がい学生へのサービス】

障がい学生支援室の支援メニュー

 授業教室の変更

 移動支援

 代筆（ノートをとる）

 生活介助

【肢体不自由学生へのサービス】

発達障がい学生支援

発達障害のとらえ方

特性の強さ強 弱

個性の範囲

理解と支援を必要とする個性

ADHD

LD

ASD

学業や日常生活に支障 たまに困る程度

診断基準を
満たせば
診断名がつく

連続体＝スペクトラム

どこからが障害？

• 単位取得が進まない。授業理解がうまくできない
• 生活管理や体調管理、スケジュール管理がうまくいかず安定して
授業に出席できない

• 科目登録について
• 復学の不安、準備
• 演習等での発表が苦手。グループワークも苦手
• グループで行う実験が苦手
• 授業中に指名され発言を求められると辛い
• 卒論、修論執筆が進まない。考えがまとまらない
• 試験時間延長の配慮を受けたい
• 講義を聞きながらノートが取れない
• ノートや文献から要点をまとめ、レポートを書くのが難しい
• 質問に行きたいが聞きたい内容をうまく伝えられる自信がない
• レポート提出が遅れがち
• 休憩する場所が欲しい

困りごとの例



12

東邦大学理学部FD研修 2016/9/7

7

１．アセスメント
困り具合に関するセルフチェックリスト、AQテスト、
生育歴聴取、心理検査、自己理解シート作成

２．個別面接
３．教職員・保証人へのｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ
４．医療との連携（学内外）
５．学内関係箇所との連携
学部・大学院、ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ、ﾗｲﾃｨﾝｸﾞｾﾝﾀｰ等

６．支援会議の提案、実施
７．学外関係箇所との連携（就労支援機関、発達障
害者支援センター等）

８．当事者学生自助グループの運営

学生相談室で実施している支援

 2004年4月のカンファレンスで、アスペルガー症候群
の学生への支援について検討

この頃より学生生活上の困難さの背景に発達障害が
あると思われる学生の顕在化

 2006年度より統計項目に“発達障害”を追加

二次障害と思われる抑うつ、睡眠障害、対人不安等
で精神科に通院している学生も多く存在

センター内の精神科医師、心理職、医療職が参加し、
シンポジウム形式で研修会実施（2006年度）

 2007年度以降も研修会、事例検討会を開催

学生相談室での発達障がい学生支援への取り組み

発達障がい学生支援の取り組み

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

３月
学生部と意見交換

１２月
学生部と意見交換

６月
教務主任会で支援
体制構築要望

・動画コンテンツの制作

2009年3月 ｸﾞﾙｰﾌﾟｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ
の「起案書」
⇒５月 第１回実施

・「修学上の問題を抱
えた学生への指導」

個別相談

※教務主任会議にて上映

１月
学生部と意見交換
他大学視察報告

３月
学生部と意見交
換

10月
教務主任会で支援
体制構築要望⇒12
月に合意 ６月
障がい学生支援室
発達障がい支援部
門発足

継続中

２月
学生部
と意見
交換

 「障害の社会モデル」（社会的障壁をとりのぞくため
合理的配慮をすること）を基本の理念とする

障がい学生が障がいのない学生と平等に教育・研
究に参加できるように機会の確保に努める

発達障がい学生の修学上の困難を軽減し能力や個
性を活かせるよう、各箇所が連携して修学上の支援
を第一義的に行う

修学面以外の相談にも必要に応じて各部署と連携
し、支援を行う。

支援のノウハウは、学生相談室で蓄積してきたもの
を活用

活動方針

障がい学生支援室
発達障がい学生支援部門（2014年6月発足）

①修学支援を実施（対象は診断のある学生）

※未診断の学生は、学生相談室、こころの診療室で支援

②個別相談、支援内容の立案、アセスメント、コーディネート機
能、支援状況のモニタリング（PDCAサイクル）、ハブ機能

③学内の関係箇所への支援に関する依頼・調整・支援会議の
招集

④発達障がい学生の理解を促進するための啓発活動、教員
ガイドの作成

⑤支援学生の活用および運営調整

⑥学外関係機関との連携（医療・相談機関、出身高校等）

障がい学生支援室発達障がい学生支援部門
スタッフ体制

身体部門とは別の場所にオフィスを設置
担当課長1名（身体部門と兼務）

専任事務職員（発達部門担当）１名
学生支援コーディネーター

・スタート時は、非常勤1名（週１日）

・2015年度より常勤1名+非常勤1名（週2日）

・樫木は週0.5日＋αで兼務

利用登録学生数
2014年（6月～） ２７名

2015年 ５１名
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※身体障がい学生支援部門 2006年3月～
発達障がい学生支援部門 2014年6月～

※各学部
には障が
い学生支
援担当職
員

体制整備のポイント

【ワーキンググループ（WG）の立ち上げ】

WG１（2014/07） 「学内連携と役割分担」

WG２（2015/05） 「障がい学生支援に関する基本方針

の策定に向けて」

WG３ 教職員向けガイドブック作成、HPの整備

これらの結果を学内会議へ⇒検討⇒承認

役割分担の明確化
学内周知

早稲田大学障がい学生支援に関する基本方針（抜粋）

前文

学校法人早稲田大学（以下「本学」という。）は、広く
社会に開かれた学問の府として、本学の学生および
教職員（以下「構成員」という。）ならびに構成員となる
ことを志す者に対し、障害の有無に由来する差別を行
わないとともに、障害の有無を問わず、構成員の多様
性が教育および研究において重要であることを深く認
識し、これを能動的に維持、増進させるため、ここに早
稲田大学障がい学生支援に関する基本方針（以下
「本基本方針」という。）を制定する。

※別紙資料参照

支援の流れ

利用申込み

⇒ニーズの聞き取り、希望する配慮の整理、
アセスメント結果から支援計画を立案

⇒学生所属箇所に相談（事務所・相談担当教員）

⇒支援会議の開催⇒合理的配慮の決定

⇒学生に説明・合意形成

⇒配慮願の作成（診断名、本人の特徴、検査結果、配慮内容）

⇒合理的配慮の実施（PDCAサイクルによる支援）

• 科目登録相談（学部とも連携）
• レポート等の進捗状況確認
• 代替課題
• 板書のデジカメ撮影、電子データの提供
• 録音許可
• オンデマンド授業の活用
• 試験時間延長＝別室受験（PC使用許可）

• 学内サポート機関の紹介
（ライティングセンター、キャリアセンター等）

• 実験場面の配慮（単独での実験許可）
• 科目登録の相談や配慮（クラス替え）
• ゼミ変更など
※教職員には、配慮事例を示したものを作成

配慮例 まとめ（発達障害）

• 発達障がい学生は同じ診断名であっても一人ひとり
状況が異なる⇒丁寧なアセスメント、オーダーメイドの
支援が大切

• 学生相談室を経由せず、直接、支援室に申し込む学
生も多くいた←相談チャンネルの増加

• 修学面の支援には教員、職員との連携が不可欠。学
内周知への粘り強い取り組みが必要

• 保証人や医療機関との連携も大切
• 卒業後を視野に入れた支援（就労面、キャリア支援）
は時間を必要とするため、できるだけ早くからの取り
組みが必要

※精神障害のある学生に対する支援は、現時点では、従来
通り、学生相談室やこころの診療室（精神科）を中心に行う
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今後に向けて

• 早稲田大学における学生支援の方向性
Key word:多様性（Diversity）

『構成員の多様性が教育および研究において重要であるこ
とを深く認識（「早稲田大学障がい学生支援に関する基本方針」）』

＜現在検討中の課題＞
・LGBT学生への支援
・留学生への支援

貴大学理学部における障がい学生支援

• 合理的配慮の「努力義務」を助走期間とポジティブに
捉える

• 障がいを抱えた学生への支援事例を積み重ねること
によって、合理的配慮がユニバーサルデザインへ
（一般学生にもメリット）

• 障がいを抱えた人がいることを前提とした大学づくり
（多様性、ハード＆ソフト）

⇒「自然に対する畏敬、生命の尊厳の自覚、人間の謙

虚な心を原点として、豊かな人間性と均衡のとれた

知識を有する人材の育成を目標とする」貴学の理念

に通じる

合理的配慮の具体例

日本学生支援機構（JASSO）

①「大学等における障がいのある学生への支援・配慮事例」
http://www.jasso.go.jp/gakusei/tokubetsu_shien/chosa_kenk
yu/jirei/index.html

②「教職員のための障害学生修学支援ガイド」
http://www.jasso.go.jp/gakusei/tokubetsu_shien/guide_kyou
zai/guide/index.html

ご清聴ありがとうございました
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グループディスカッション報告

・大学院における支援

・学部講義における支援（身体障がいを中心に）グループＡ

・学部講義における支援（身体障がいを中心に）グループＢ

・学部講義における支援（発達障がいを中心に）グループＡ

・学部講義における支援（発達障がいを中心に）グループＢ

・学部講義における支援（発達障がいを中心に）グループＣ

・学部実験における支援（身体障がいを中心に）

・学部実験における支援（発達障がいを中心に） 

グループディスカッションＱ＆Ａ
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【大学院における支援】 

（ファシリテータ：箕輪 達哉）

〔参加者〕

箕輪 達哉、菅井 俊樹、長谷川 雅美、藤崎 真吾、曽根 雅紀、岸本 利彦

大江 純一郎、関口 雄一郎、ホセ・ナチェル、尾関 博之

平成２８年度ＦＤ大学院支援グループ報告書

平成２８年１０月７日

大学院における支援グループでは箕輪を司会進行係として、１０名の参加者によりデ 

ィスカッションを行った。前半は、「障がいを抱えた学生の支援と教員改善への展開」

をテーマとして、後半は「障がいを抱えた学生の受け入れ支援に関する基本方針と組織

間の役割分担のあり方について」をテーマとした。すでに障がいを持つ学生を受け入れ

ている学部とは異なり、受け入れ体制の整備が喫緊の課題ではないので、将来の受け入

れに対する懸念事項や基本となる方針に関して話し合った。

まず前半では、障がいを抱えた学生の受け入れの実例が紹介された。視覚障がいを抱

えた学生に対する配慮の実例（写真撮影の許可や答案用紙の拡大などの学科としての対

応例）、車いすの学生（大学院に進学）のためのバリアフリー化の実例を挙げて組織と

して改善を行った例が紹介された。それに関連して、受け入れ学生に対する合理的配慮

の程度が問題になった。どの程度までが合理的と言えるかの基準や、障がいの程度によ 

っては配慮の結果研究室のアクティビティーが低下することへの懸念等の意見があっ

た。

各グループの前半の討論結果報告と樫木氏との意見交換を挟んで、後半では前半で話

題になった大学院の特殊性－大学院では授業の比重は学部より小さく、研究や学会発表

が主になる－をもとにして受け入れ方針が話し合われた。受け入れ学生に対する配慮に

より研究のアクティビティーが低下するのは論外として、受け入れに関しては第一志望

の教員・研究室と入学志望者との、学部レベルよりさらにきめ細かい意志の疎通が必要

である。また入学許可・不許可に関しては第一志望の教員の判断が優先されるのは当然

であるが、判断そのものは組織が責任を持つ形にする必要がある。などの意見が出され

た。時間内に具体的な提言はまとめられなかったが、学部とは異なる大学院の受け入れ

支援方針を作成するべきであるという点で意見が一致した。

また議論の本筋とは少しずれるが、障がいの中でも精神病に関しては、在学中に発症

する可能性も高いのだが、対応が難しいという実例が紹介された。

物理学科 箕輪達哉
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【学部講義における支援（身体障がいを中心に）グループＡ】 

(ファシリテータ：丹羽和紀)

〔参加者〕

丹羽 和紀、小沼 順二、蓮沼 至、佐藤 浩之、田嶋 尚也、海野 修

山口 勉、竹内 彩乃、長 利一、三輪 恭子、今任 靖子

2016 ＦＤ報告

20160909

１．グループディスカッション①報告

・現在、障がいを抱えた学生が在籍しており、翻訳ソフトやノートテイク等でケアを行

っているが、将来的に、障がいを抱えた学生が増加した場合、費用やボランティアの確

保ができるのか？

・ボランティアではなく有償で依頼することが望ましい。理由：責任と障がい者の遠慮

の軽減）

・障がい者が自身の障がいを知られたくなかったり、軽度な障がいのため、支援を希望

しない学生への対応はいかようにすべきか？

２．グループディスカッション②報告 

・入学時に大学が支援できることとできないことを明確にし、受験生に伝えることが重

要。

安全の保障（危険回避）として重度の障がい（例えば全盲の学生が実験を行って危険

でないのか？警報を聞けない場合、生命に危険を及ぼす場合がある。）

・大学の明確なビジョンのもとに支援センターの設置が重要

障がい者の把握等

授業補助：点字資料の作成、手話の支援者 等

予算が必要：補助金、助成金、本人負担？
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【学部講義における支援（身体障がいを中心に）グループＢ】 

（ファシリテータ：朝倉 暁生）

〔参加者〕

朝倉 暁生、川田 健文、下野 綾子、村本 哲哉、渡邊 総一郎、足立 智子

大島 茂、西廣 淳、湯田 秀行、野田 健夫、横田 浩充、横山 里沙

ＦＤグループディスカッション報告

【グループディスカッション１】「障がいを抱えた学生の支援と教育改善への展開」 

このセッションでは、まず事前アンケートの回答を全員に確認して戴いたのちに、テ 

ーマに沿って、「関連する課題」「分からないこと（質問したいこと）」について、グル 

ープのメンバーそれぞれから自己紹介とともに、意見を出してもらった。

＜主な意見＞

・健常学生とのバランスについて

→講義のスピードを遅くしたり、伝達する情報を削減するのが困難

→情報保証による逆差別（障がい学生のみの資料配付が可能か、など線引きの難しさ）

→理解しているかどうかの確認方法をどうしたら良いか

・健常学生は、障がい学生をどのように受け止めているのか。

→相互理解の機会

・全学的な方針やマニュアルの必要性

→入学時の受け入れ方針の明確化

→個別教員の負担増で済む問題ではない

→講義における支援体制の強化（専門部署の創出）

→ボランティア学生（ノートテイカーなど）の確保

→「合理的配慮」の明確化

→相談できる窓口を明確にする必要がある

・費用負担の問題

→必要な費用をどこからねん出するのか

→野外実習の安全管理のための費用負担

などの意見が出された。

これを基に、グループがまとめた特に重要な事項として

・一般学生とのバランス、講義のスピードや理解の確認方法をどうしたら良いか。

・合理的配慮の範囲（情報保証をどこまで行うか。）

・個別的対応から組織的な対応へ、特にガイドラインやマニュアルの作成が急務

などがまとめられた。さらに、樫木先生への質問として、早稲田大学の先生方の工夫や

費用・手当のねん出方法などについて確認したい、ということになった。

【グループディスカッション２】 障がいを抱えた学生の受け入れと支援に関する基本

方針と組織間の役割分担のあり方について 

このセッションでは、ＧＤ１でのグループ意見がテーマに合致していたため、引き続
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き基本方針（マニュアル・ガイドラインの作成）、役割分担等についての意見交換を行

った。

主な意見として、

・「障害者差別解消法」について一般の学生にも周知・理解促進を図る必要がある。

・学部、学科というレベルでなく大学として必ず実行可能なガイドラインを明示する必

要がある。そのための山崎学長のリーダーシップに期待する。

・実施可能な支援や支援額の限度などを決める必要がある。

・東邦大学障がい学生支援室を新設する必要がある。

などの意見が出された。

これらをまとめ、グループとして、

「大学全体として、早稲田大学のように基本方針や実施計画を策定する必要があり、そ

のための学長のリーダーシップによる体制づくりが急務である。また、現在の男女共同

参画室をダイバーシティ戦略室とし、より包括的な取り組みにすることが望まれる。さ

らに、これらを具体的にした上で、広く一般の学生にも周知する必要がある」

という結論に至った。
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2016/11/14

1

2016年9月 東邦大学理学部ＦＤ

【学部講義における支援（発達障がいを中心に）グループＡ】

（ファシリテータ：新保幸洋）

〔参加者〕

新保 幸洋、佐々木 要、久保田 宗一郎、古田 寿昭

塚田 岳大、渋谷 寛、日紫喜 光良、並木 誠

上原 真一、山方 竜二、山口 崇

グループディスカッション①

グループメンバーが抱えている問題、気になっている点、講演者に聞きたい点などを

互いに率直に出し合う。

(1)グレーゾーンの学生への対応をどうすればよいのか？

（診断書等により、障がいの有無や種類、程度などが確定できていない

(2)ースへの対応）年

（2）合理的配慮の範囲（何について、どこまで行うことがよいのか？）

一般学生とのバランスをどうするか

（特定学生への特別の配慮が他の学生にとって寧ろマイナスの効果をもたらす可能

性がある場合⇔教員も疲弊している。）

（3）学生に関する情報の共有の仕方（当該学生の何についてどこまで共有するか）

（教員-職員間、専門学科教員-教養科教員間など/必要な情報の途絶あり。）

（4）授業中等での障がいを抱える学生への注意やアドバイスの仕方をどうするか？

教員が指導上、やってよいこと/やって悪いことは何か？どこまで出来るのか？

⇔教員としてこの区別をつけることが難しい。

（5）進路指導をどのように行うとよいのか（本人や親の希望を叶えられるのか？）
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2016/11/14

2

グループディスカッション②-1

グループディスカッションを踏まえて、本グループとして、どのような対
応をするべきかについて自由に意見を交換する。
（1）障がいを有する学生に対する全学的かつ統一的な基本的指針、

基準等の策定が必要という点で全員が一致。

①障害を持たない一般学生との公平性の確保も重要。

②少なくとも習志野キャンパス内での支援室の立ち上げ等は

是非とも必要。⇔教員の負担軽減を積極的に行うべき。

③当該学生の受付窓口等も含めて、ワンストップの支援体制の確立と

関連する各部署間や担当者間での適切な役割分担が必要。

④対応の仕方についても類型化できるものは行い、フローチャート化する
な

どして、スムーズな対応を可能に出来ないか。

⑤何年間かの長期計画の中で、目標の達成を目指す。

①症例のデータベース化等も進めるべき。

②必要に応じてカンファレンスを実施して、定期的に情報交換を行う。

③学生等のボランティア組織の積極的活用も視野に入れる。

（3）入試情報との関連をどうするか？（入試段階での情報告知等）

障がいを持つ学生の入学について、入試要項に何をどこまで書くのか？

⇔東邦大学としての統一的見解との整合性

どのような学生を求めるのかという学生像との関連あり

どのような方向性で大学自体を運営してゆくのか（運営方針との関連）

（例：早稲田大学のように「多様性の確保」を目指すのか？など）

障がいを抱えて入学する学生に対して、どこまでのケアが可能なのか

という事前相談、情報提供など（有償/無償のシステムの活用など）

グループディスカッション②-2

（2）学生の個人情報についての情報共有のシステムの充実が必要。
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【学部講義における支援（発達障がいを中心に）グループＢ】 

（ファシリテータ：千葉 康樹）

〔参加者〕

千葉 康樹、桒原 彰太、増尾 好則、杉本 雅純、渡辺 直子

西尾 豊、白柳 潔、塚田 真、柴田 裕希、澁川 賢一

第１回発表（問題点の洗い出し） 

１． 発達障がいを持つ学生が入学時に相談してくれるとその後の対応が取れて、本

人の大学生活も安定したものになるケースが多い。

一方、講義中に個々の学生が発達障がいかどうかを教員が知るのは非常に難しい。

事前情報がなかった学生が、後になって「発達障がい」と訴えてきたり（学期の終

わり）、成績不振が重なって初めて、学科の方で「あの学生は発達障がいかも」と気

づいたりするケースがある。

障がいの疑いのある学生を早めにピックアップして、組織として対応できるように

なればよいのだが。

２． 発達障がいの学生を特定できて、必要とされる情報保障が行えたとしても、実

際の成績評価の場面では教員側が困惑するケースが起こる可能性がある。たとえば、

睡眠障害でまったく出席できない学生についてどこまで欠席を大目にみてよいの

かどうか、障がいが影響してなかなか本当の実力の出せない学生について最終評価

に配慮を加えてよいのかどうか、悩ましいところだ。そのあたりについても、組織

としての指針が出ると助かる。

３． 適切な情報保障などのサポートを行うためには、発達障がいをもつ学生と最低

限必要なコミュニケーションを取る必要がある。だが、コミュニケーションをこち

らから取っても全くレスポンスがない（言葉を発してくれない）、逆に、コミュニ

ケーションを重ねる結果、学生側がこちらに過度な親密感を抱く、などのケースが

あり、教員と障がい学生のコミュニケーションにおいて問題が起きやすい。

第２回発表 

１． 発達障がいの学生の受け入れについて

発達障がいをもった学生を入学試験時にスクリーニングするのは現実的に難しい。

障がいの程度によっては大学での学び（特に理学部での実験・実習）が難しい場合

があり、著しいミスマッチは防止したい。現時点で現実的にできることは「障がい

などの理由により就学に不安のある方は、下記の相談窓口に相談して欲しい」旨、

告知をするという対応ではないか。入学時に障がいが分かっていれば、いろいろな

対応ができ、本人の大学生活でのストレスは少なくてすむ。そのためには、専門部

署で情報を集約できるような体制になっているのが肝要だろう。

２． 発達障がいの学生へのサポートについて

発達障がいのありようは非常に多様であり、マニュアル的に対応しにくい面がある。

それでも個別の例を蓄積して、そこから選られた知見・ヒントを元に、よりよい対

応の知恵を抽出していく作業を継続的に行うべきだろう。

また、成績評価に関する基準作りや、障がい学生の把握・情報管理などについては、
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専門的知識に基づいての組織的な対応が必要と思われる。

３． 障害者差別解消法の主旨に照らしても、今後、発達障がいの学生を適切にサポ

ートしていくのは大学のミッションのひとつになる。

上記２点の課題を効果的に実行していくためにも、新規に「支援室」を立ち上げて、

障がい学生を支援するために「司令塔」「ハブ」になれるような人を配置する必要

があるだろう。現在のように入試委員・入試広報課／教務主任・教務担当が分担し

ながら障がい学生支援にあたっているような状況を改め、中核となる組織を立ち上

げるべきだろう。
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【学部講義における支援（発達障がいを中心に）グループＣ】 

（ファシリテータ 山内長承）

〔参加者〕

山内 長承、井上 英治、松本 紋子、細井 晴子、後藤 勝、北山 哲

木村 泰紀、井関正博、安冨 真一、塩野 直之、桑垣 伝正

グループディスカッション１ 「困ったこと・聞きたいこと」 

＊ 教員によって、発達障がいを持つと思われる学生への対応経験に差があり、それに

よって問題への感覚・意識がかなり異なるということに気づいた。

＊ 報告されたいくつかの例には、様々なものがあった。

> グループコミュニケーションがうまくできない。 グループでの実験に参加で

きない、クラス内でグループ討論に加われない、グループを無理に割り当てると黙

ってしまう、など

> 教員と１対１でもコミュニケーションがうまくできない。

> 本や論文を読むことができない。

> 文章を書くことができない、どうまとめてよいか分からず止まってしまう。 教

員が対応して少し進んでも、また次のポイントで分からず止まってしまう。

> 自分が他大学で学生だった時に、発達障がい傾向がある先輩がいたが、非常に頭

がよくて研究は鋭かった。発達障がいは一部の能力が健常者と違っているのだが、

ほかの能力は同じかむしろ優れていることも多いと聞く。この場合は代替の方法で

足りない点を補うことによって、能力が生かせる。我々の場合、どうか。

> ある学生に特別な処置をするとき、他の学生が「なぜそれが許されるのか、不公

平ではないか」とクレームをつける

＊ 教員の立場は、学生自身が学生相談室などに相談に行かない限り、対応の第一義的

な対応者になる。学生本人が対応の必要性をまったく感じていないが、成績不良

やある種の学修活動（討論クラス・協業を必要とする実験実習等、卒業）が、ど

う対応するかについて教員が判断を求められる。たとえば、「がんばれ」と言ってい

いのか。この判断について、学生相談室なりが全面的な支援をすることによって、

教員の判断の負担を減らしてほしい。

＊ 大学として、発達障がいを持つ学生に対してどこまで対応の責任を求められるの

か？

第１には、入学前に発達障がいを持つことが分かっており、それによって大学の教

育システムでは卒業が難しいとき、入学を拒否することができるのか。

第２には、一般には入学前に判明していることは少ないと思われるが、何がしかの

スクリーニングをすることは許されるのか？ 東邦ではまだ記述式問題を残してお

り、少なくとも文を書いたり数学の回答をまとめたりする力を見ている。たとえば

早稲田の場合、入試でフィルタすることはあるのか。また、入学後に心理テスト的

なものでスクリーニングをして早期に対応を始めることはあるのか。

第３には、発達障がいを持つ学生が入学してしまった場合、もしくは入学後発病・

進行して修学上問題を生じたときに、大学はどこまで責任を持つべきなのか？ 入
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学させた以上卒業させなければならないのか？

＊ 差別解消法の議論で言われる「過剰な配慮」というのはどの程度なのか、それをだ

れが決めるのか、知りたい。大学が（自分たちが）用意した配慮では、障がい

＊ を持つ学生が十分にケアされていないと感じた場合、十分な配慮をしていないと言

われるのか。

＊ 公平性という観点で見て、発達障がいを持つ学生への配慮が、他の学生にとって不

公平に見えるのではないか。不公平というよりは、その配慮が他の学生にとって嫌

なものであるケースがあった。

不公平は、入試における配慮にも言えるのではないか。入試については、最近特別

配慮を求める受験生が増えている（例：緊張するとトイレが近くなるので、出入り

口に近い席を求めるなど）が、どう判断すべきか。
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グループディスカッション２ 「学部としての基本方針に盛り込む内容と組織間の役割

分担」 

＜基本方針に盛り込む内容＞

まず、基本方針を明確にすることは、必要である。

学部ごとに具体的な内容は異なるだろうが、受入れ・対応方針を大学全体として公表し

ていることが大切である。

物理的障害（本グループの検討対象外）についてはおそらく明確な基準が記述できるだ

ろうが、発達障がいは外見で見えないことと障がいがケースバイケースであることから、

具体的にならないと思われる。１つの提案として、障がいごとに分類して大学（学部）

としての対応を表にして示すのが分かりやすい、というものが出されたが、議論の結果、

発達障がいは様々な要因がある上程度が連続的であり、ケースバイケースにならざるを

得ないので、単純な表としてあらわすことは難しかろう、ということで否定された。

＜組織間の役割分担＞

組織的な対応が必要である。

＊ 個々のケースでの判断・対応については、１人の教員が決めたり責任を持つべきで

はない。１人の教員にとっては判断の負担が過重である。

＊ 現在の、健康管理室・学生相談室の体制では、第１に相談者が増え続けて十分に対

応しきれないこと、第２に精神的な負担に対する対応と発達障がいを持つ学生への

対応とが混在していること、から、組織を再検討することが必要である。

＊ また、カウンセラーの対応のみでは、学生本人や保護者の十分な納得を得られず、

たとえば外部の医療機関を受診して精神科医師の復学可能の診断書を持ってくるが、

実際には到底復学が困難であるケースがあった。ここには、医師であることが信頼

を受けているが、外部の医師は履修上の問題や学内の体制を知らないまま診断をし

ていると思われ、無理に復学させるには問題がある。学内の事情を理解して適切な

診断・助言をできる医師が、現在より多く必要である。

情報の共有の仕組が必要である。

＊ 現在、特定の学生について、個人の教員もしくは担任や教務主任が気づいて、個別

案件として学生相談室に相談することができるが、定期的に、問題を持つ学生やそ

の兆候を持つ学生について、必要な担当者を集めた情報共有・対応検討のための組

織を持つべきではないか。共有してもよい情報を検討するべきだし、または保護者

の承諾を得て情報を共有できるような手続きも考えてもよいのではないか。

＊ 教員としては、対応法について「事例集」で情報の共有がしたいという意見が強い。

ただ、発達障がいの場合にはケースバイケースの傾向が強く、事例集を作ることは

難しかろうという意見もあった。

大学全体・学部レベルの予算措置が必要である。

＊ ノートテイカーなどの支援学生のための予算は、大学・学部としてあらかじめ措置

すべきであり、学科で負担できる範囲ではない。また学生の自己負担をどこまで求
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めるかについては、対応策のコストと学生の受ける不便に応じてケースバイケース

に検討することになる。

予防的措置が必要である。

＊ 問題になるほとんどの場合、学生が自分自身に問題があると認識していない、もし

くは認識したくない状況にあり、学生相談室に行く必要が無い、行きたくないとい

うことが多くある。 これに対して、強制的なスクリーニングを行うことで対応で

きるのではないか。（樫木先生によると、入学時の健康診断の中で健康や日生活に関

する質問紙を用意し、その中で人間関係や睡眠等について尋ねているそうである。）
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【学部実験における支援（身体障がいを中心に）】 

（ファシリテータ：齋藤 良太）

〔参加者〕

齋藤 良太、松川 史郎、土岐田 昌和、高橋 秀典、永田 喜三郎、赤星 大介

松島 俊明、金岡 晃、齋藤 敦子、今井 泉、武田 絵美

【はじめに】 

実験・実習は、実際に肢体を動かして様々な操作を行うことが前提になっており、一

般にその活動をとおして得た（観察した）データを整理し、結果を考察し、それらを報

告書（レポート）に纏め、その提出をもって１つの課題が完了する。あるいは、実技に

よってその技能の獲得状況を確認し、合否が決定される。したがって、課題の内容によ 

っては、身体に障がいを抱えた学生にとって実施そのものが困難となる場合が想定され

る。

本セッションでは、その事例とそれらに対する支援のあり方について議論した。

【グループディスカッション１】 

ここでは、学部の実験・実習で身体障がい者を受け持った際の対応や、そのときに困 

ったことや感じたこと、あるいはこれから受け持つ上で予想される問題点や疑問点を挙

げてもらい、その中から本グループで最も重視すべきこと、樫木講師に聞きたいことを

抽出した。

視覚障がい

・かなり近くまで見ないと認識できないケースがあった。実習で困ったという話は聞
かないが、退学してしまったので卒業研究での問題点についてはわからない。

・視覚障がい者を学会で見かけた。講演をビデオカメラで撮影し、それをタブレット端
末で拡大していた。

（視覚障がい者への支援に関する問題点・疑問点）

講義では上記のような対応で良いが、実習では難しい場合がある。試薬等を秤りとる

のにいちいち機材を持って移動するのか。実験操作を正しく行えるのか疑問である。プ

ログラム開発等においても特殊なツールが必要となる。どの程度のツールを導入すれば

よいのか（どこまでが合理的配慮なのか）。

肢体不自由：下肢１—車椅子なし 

・義足の学生を指導したことがある。全く問題を感じなかった。低い位置の試薬や実
験器具の出し入れに多少の不自由があるように見えたが、本人はあまり気にして

いなかった。配慮としては重たいものを運ばせない、といった程度のものだけだっ

た。

・研究室に足が弱い学生がいるが、支援が必要なほど重度ではない。
肢体不自由：下肢２—車椅子 

・過去に車椅子の学生を受け入れた実績がある。可動式の実験台を導入した。実習及
び卒業研究（実験系）は他の学生の協力を得て大きな問題なく実行できたようであ
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る。

・ これまでに車椅子の学生を 2 名受け入れたことがあるが、いずれも家族の介助が

あったので、大学生活を送ることができた。（上記とは別の学科）

（下肢不自由者への支援に関する問題点・疑問点）

・家族の助けが得られない場合、どのような支援の形になるか。教員がトイレ介助な
どをして事故等が起こった場合、訴訟や刑事問題などになることがある。そのこと

を考慮すると、介助等は大学で用意すべきことなのだろうか。

・ 実験は 2 人または 3 人 1 組で行っているが、障がいを持つ学生と誰を一緒の組に

するか少し悩む。それなりにペアの学生の負担があると思う。

・ 事故や災害が起こったときはどうするのか。
・ 他人の助けが必要なレベルの場合、学生にボランティアで手伝わせるのか。その場
合負担が大きいのではないか。

・ 機材等の変更や導入で対応できる場合対応は簡単であるが、それらができない場
合はテーマを変えるのか？テーマはカリキュラムに沿って設定されている（のが

前提である）ので、テーマ変更となると大がかりになる。

・ 危険を察知・回避できない可能性が一番怖い。車椅子の学生個人用のドラフトがあ
れば良いが、そうなると話は大きくなる。

・ 車椅子での実験参加について、現状では対応した実験スペースの確保がなされて
いない（通話、机の高さなど）ところがある。これに対する対応・改善を学科の負

担で行うのは実質的に不可能である。

肢体不自由：上肢

（事例なし．問題点・疑問点のみ）

必要な操作ができない場合はどうするのか（器具・装置組み立て、混合操作、ピペッ

ト操作、プログラミング等）。

肢体不自由：その他 

進行性の病気を持つ方の入学希望があった。

（問題点・疑問点）

この場合、4年間学習が継続可能かどうかの判断が難しい。受け入れ時（入学時）の状

態が継続するとは限らないし、入学後都度支援を求められても特に設備面などは急には

対応できない。その様な学生に対して受け入れた後に「それはできません」と言えるの

か。そのような重度の障がいの学生も受け入れる方針で行くのか。

聴覚障がい 

・実習中の指示をパソコンで入力し、それを実験台上のモニターに映し出すことで
指示を伝えた。

・ノートテイキングの有償ボランティアを募り、ノートテイクを行っている。
（問題点・疑問点）

・PC 入力からモニターに映すまでの作業に時間を要したため、その学生への指示は

常に遅れていた。その学生はある程度読唇ができるので、班内で議論してもらう際
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に、他の学生が聴覚障がいのある学生への配慮を忘れてしまい、一人取り残されが

　ちであった。

・ノートテイキングはようやく回している状態（回しているのは教員）。現在もノー
トテイカーが急に都合が悪くなるなどして足りなくなることがある。その場合は

教員が臨時でノートテイクをしている。4年次には研究室配属することになるが研

究室内でノートテイクできる人がいるとは限らない。学年が上がると内容につい

ていけるノートテイカーが不足する恐れがある。

その他全般的なことについて

・ 実験・実習における事故は未然に回避されなければならない。本人だけでなく周り
に危険が及ぶケースもあるだろう。障がい者の動きが予測できないために危険予

測がしづらい。

・ 視覚障がい、肢体不自由などの障がい者に不可能であることが明白である実験が
ある場合、どのように説明対応すればいいのか。

・ 教職を取りたいとなった場合どうするか。実験指導や教育実習、介護等体験をこな
せるのか。教育実習では実習先の理解が得られるのか。

・ 教職課程の実験、実習では土曜日等に開講しているものがあるが、そのような授業
では身体に障がいを持つ学生への対応が難しい（TA の確保が難しい）。

・ 学外での宿泊が必要な野外実習での対応はどのようにすれば良いのか。移動手段
はどうするのか。ノートテイカーや介助者も一緒に連れて行くのか。その場合それ

らの費用はどうするのか。

以上のようなコメントが出されたが、このセッションでの共通認識は「危機管理」の

重要性であった。障がい者が実験できるような環境整備等は、費用と時間の問題がクリ

アできれば実現可能は可能である。問題は障がい者が実験・実習に参加することで事故

リスクが高まる可能性が否定できないことである。それについて学部もしくは学科はど

こまで責任を負うべきなのか。早稲田大学ではそのような事例があるのか。またそのよ

うなリスクに対してどのような対策をしているのかについて聞きたいということでま

とまった。

【グループディスカッション２】 

ここでは、障がいを抱えた学生の受け入れと支援に関する本学部の基本方針として盛

り込むべき事項は何か、また組織間の役割分担のあり方について議論した。以下のよう

なコメントが出された。

・介助が必要な場合、どの程度の支援をすることが「合理的配慮」であるのか、その
客観的な指針はあるのか。TA でサポートできる部分は良い。事故や災害時にどう

するか、そのとき TAにできることは何か、大学ができることは何か等をしっかり

話し合っておく必要がある。大学、学部がその指針を策定する。

・講義に比べてどうしても実験には制約ができてしまう。そこで生じる不足分を、実験

に見合う別の講義で補填可能かどうかの検討が必要になるのではないか。そのため
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何ができないかを正確に知る必要があり、事前面談は必須である。

・ 障がい者への対応には、素人よりもプロの支援が必要と感じる（教員が個別に対応
できるものではない）。その人材確保のために必要な予算は法人で確保するべき。

・ 市などの助成金に積極的に申請できる場合がある。入学前相談でそのような助成
金も含めた支援体制の構築を話し合う必要がある。

・ 学科に任せるやり方では学科（学部）間でサポート体制に差（不平等）が出る可能
性がある。そのようなことが無いようにするには早稲田大学のような支援室が必

要。

・ ノートテーカーなどの費用負担は学部（法人）か学科かを明確にしておく必要があ
る。学科負担とするなら、その分の予算を追加で計上できるようにするべき。

・ 寝たきり、全盲の学生の受け入れは、さすがに不可能では？
・ 受け入れるのであれば、学科ごとに専属の介護士を配置するべきでは。
・ ノートテイクは 1 名の学生の為だけでもギリギリの体制で対応している。補助金

は、JASSOから 30 万円/年。4年で 120万円。低学年時にサポート厚くする必要が

あるので傾斜を求めたができないと（法人から）回答。実際には、１名の聴覚障が

い学生のために理想的なノートテイク支援を確保するには、その学生の学費以上

の費用が掛かる。補助金だけでは到底賄えない。超えた分の負担はだれがするのか。

自己負担費用の明示も必要ではないか。

・ 受け入れ人数に上限を設けることは可能か。
・ 受け入れが明らかに困難と考えられる場合、受験を断ることは法的に問題である
のか。

・ 支援は今のところ、学科単位で行っている。実験や講義に関することについてはそ
れが適当と思う。ただし教養科目では学科以外の教養等の支援が必要。初年次より

学科と教養でサポート方針を決める必要がある。

・ 入学者の決定が次年度予算申請後に行われるため、学科で個別に対応しろと言わ
れてしまうと、予算の捻出が難しい。そのため現状のままだと将来的には障がいの

ある入学者が支払う「準備金」という制度が必要になるかもしれない。

・ 事前相談がなく入学してきた場合はどうするのか。
・ 設備について、点検等でエレベーターが止まる場合、建物に 1基しかないと移動が

できない。教員側に点検の詳細連絡が来なかったため対応に苦慮したことがある。

事務サイドの連絡を１本化するためにも支援室が必要。

・ 授業によっては取りにくい授業もあるので、事前に情報提供をして本人と話し合
いを設けている。

・ 早稲田大学のように、支援室のスタッフとして、本学を卒業した学生を雇用するこ
とはできないか。

以上のような意見が出された。これらを踏まえ、本グループでは「障がいを抱えた学

生の受け入れと支援に関する本学部の基本方針」に盛り込むべき内容として、「合理的

配慮は、本学と障がいをもつ学生もしくは受験生による建設的な話し合いによる相互理

解を通じて、合理的な範囲で提供する」ということを強調したい。

実験・実習は、健常者にとっても高校までに経験したことのない高度な技術を涵養す
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るための科目であるため、大学入学前までの経験を以てしても予想のつかない問題が発

生することが十分に考えられる。従って、実験・実習ではどのようなことを行い、どの

ような基準で判定するのかを入学前に（受験前に）に正確に伝えることはとても重要で

ある。また、授業支援についても、これまで（高校まで）に受けてきたことを基に考え

る必要があるので、必要な合理的配慮を適切に提供するためには、受験前の早い段階で、

関係者による情報交換・面談の場を持つことは必須である。

本学ではすでに障がい者を受け入れているが、支援のコーディネートは教員が担当し、

また補助金だけでは到底支援を提供できないので必要経費の一部は学科予算から支出

している。このように学科の負担がかなり大きく、1名の障がい者でさえ 4年間支援し

きれるかどうか不安であるというのが現状である。持続的な受け入れを実現するために

は、法人ないし習志野キャンパス内に、早稲田大学のような事務的組織としての「支援

室」を設置し、予算も別枠で計上し、専門のスタッフがサポート体制を調整する必要性

を強く感じている。障がい者受け入れの判断も、現状では教員が行っているが、専門ス

タッフに適切に判定をしてもらいたい。

【まとめ】 

2013年に「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」

が出されて以降、有力大学が相次いで障がい者支援室の設置を公にしていることから、

大学の生き残りという観点からも支援室の設置は必須といえる。

本学における障がい者支援の現状としては、手探りではあるが可能な範囲内で最大限

の支援提供努力をしている。このような地道な取り組みを継続的に行うことが志願者増

に繋がるのではないかと考えられる。しかし、現状では学科の負担（個人の負担）があ

まりにも大きく、継続的に行うのは難しい。費用面も含めて調整できる専門部署の設置

を強く望む。そして大学側も資金面も含めて柔軟に対応する体制を整えておいてもらい

たい。

（文責：齋藤）



33

【学部実験における支援（発達障がいを中心に）】 

（ファシリテータ：内田 朗）

〔参加者〕

内田 朗、加知 千裕、桑原 俊介、岩室 祥一、大谷 真志、高木 祥示

小川 了、金 衛国、中島 悠、白石 路雄、新谷 幹夫、高田 恵美

グループディスカッション１ 

・発達障がいであるか否かの判断

カウンセリングに行ってくれないため、どのように指導してよいか。

・グループワーク、実験におけるコミュニケーション上の問題

うまく会話できないため孤立してしまう。協調して実験できないため喧嘩

になってしまう

・レポート、課題を提出できない学生をどのように指導すべきか

まとめられない。理解できない部分で止まってしまい、先に進めない。

・ 手のかかる学生に対する配慮

 1人の学生にかかりきりになると他への目配りができない。

グループディスカッション２

・学生支援センター設置

ある程度の割合で発達障がいの学生が入学してくると考えられることから、学生相談

室、健康管理室の職員数とスペースの増大をはかり、学生支援センターを設置する必

要がある。このセンターは学生相談室と健康管理室および教務的機能をもち、障がい

をかかえた学生に対して横断的な支援ができることが望ましい。また、リーフレット

を作成するなどして学生に十分周知を図るようにする。

・ 問題を抱えた学生や障がいを抱えた学生の指導

指導にあたり、教員個人が単独で対応するのではなく、組織的に対応できるような

システムを構築することが望ましい。

・学生の状況の早期把握

学生の状況を把握するために全新入生との面談を行っている学科や少人数の学生を

担当する担任制を活用している学科の例が紹介された。
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グループディスカッション時に
いただいたご質問から

早稲田大学保健センター学生相談室
樫木 啓二

• グレーゾーン学生への支援（発達障害）
⇒診断の有無にかかわらず、発達障害の特性を 想定した
支援が有効
• 軽度の障害がある学生の対応
⇒診断基準を満たさないという意味で「軽度」といわれること
がある。しかし、学業や日常生活で大きな支障は生じないが、
小さなうまくいかないことやうっかりミスが頻回に起こることは
本人にとっては大きなストレスとなり、自尊感情を低下させる。
合理的配慮は本人の申し出が前提となるが、どの学生にも
行っているような教育的配慮は教員から行ってもかまわない。
• 情報共有について
⇒本人の情報がどのように扱われるのかを、学生本人に伝
えることが大前提。本人の情報は本人のもの。何をどこまで
誰が共有するのかを説明し、本人の了解を得たうえで関係者
間で情報共有を行う。

• 障がいのために授業に出てこられない学生
⇒「出てこられない」背景要因を確認

例）通学手段が確保されていないため
体調・心理面での不調があるため

⇒要因に応じた支援を検討

• レスポンスしてくれない学生
⇒レスポンスしてくれないのではなく、「レスポンスできない」
可能性も視野に入れて考える。

例①）メールに返信しようという気持ちはあるが、どのような
内容で返信したらよいか（何をどれだけ伝えたらよいか）が決
められず、なかなかメールを出せない。返信すること自体が重
荷に感じられる場合がある。

例②）電話がかかってきても、即時的な応答が苦手なため
に、電話に出ることをためらう。

⇒何度連絡を試みても本人と連絡がとれないときは、保護者
と連携。

• 先生方の負担の大きさ
障害の見極め、支援方法の検討、卒業判定
卒業後の進路支援（保護者の理解・協力が不可欠）

⇒先生方の負担を軽減するために
学内で役割分担
支援の司令塔となる部署の設置（障害のアセスメント、
合理的配慮〔支援方法〕の検討、支援状況のモニタリン
グ等）

• 入試時の配慮
早稲田では、身体障害や慢性疾患だけでなく、発達障がい

学生への合理的配慮を実施。例）試験時間の延長、別室受験

出願時に診断書（あれば心理検査データ）、高校等における
支援実績の報告書を提出 →判定委員会を開催し、配慮の可
否と内容を決定

明日からできる
ユニバーサルデザイン

 本人が一生懸命努力しているにもかかわ
らず、周囲からは“勉強する気がない、
意欲がない”人だと誤解されやすい

 学習方法にその人を合わせるのではな
く、その人に合った学習方法を提供する
ことが大切。

学び方の違い
（Learning Differences)

＜読みやすい字体について＞
線の太さに違いがある文字は、視覚情報を処理するのに負荷がかかりやすい
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 本人が一生懸命努力しているにもかかわら
ず、周囲からは“勉強する気がない、
意欲がない”人だと誤解されやすい

 学習方法にその人を合わせるのではなく、
その人に合った学習方法を提供すること
が大切。

学び方の違い
（Learning Differences)

※最近、ユニバーサルデザインに配慮した、「UDデジタル教科書体」が発売された
https://www.typebank.co.jp/feature/uddkyo/

グラフ例
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色覚に異常がある方の場合、色だけでグラフ線を表現すると区別がつきづらく、
どのデータを見ればよいのかわからない（特に、赤や緑が弁別しづらい）

グラフ例
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全部同じ色に見えたとしたら・・・・
「“ア”のデータは・・・」と言われても、どの線なのかわからない

グラフ例
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色を使用する場合は、線のスタイルを工夫する。説明する際には、「緑色の線は・・・」ではなく、「実線で表した緑色
の線は・・・」といえばわかりやすい。また、パワーポイント資料を配布する際、白黒印刷にしても線の区別がつく。

グラフ例
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カラフルにしなくても見やすい。

ASD:支援のポイント

①相手の思考の独特さ（こだわりやクセ）を理解する。

②感情的な叱責はせず、どうすればよいのかを具体的に伝える。

③具体的な言葉で表現する。

④短いセンテンスで簡潔に伝える。曖昧な表現や二重否定は使わない。

⑤穏やかな明瞭な声で、ゆっくりと話す。

⑥否定的な言葉は使わない。

⑦指示はひとつずつ出す。

⑧指示する前に注意を促す。

⑨文字や写真、図解、メモなどを用いる。

⑩予定や見通しを伝える（変更があった場合は早めに知らせる）。
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おわりに Nothing About Us Without Us

私たちのことを私たち抜きに決めないで

支援の必要性や支援内容を検討する際、当事者本人のニーズを丁寧に
聞き取ることが大切。支援者側の都合で配慮内容を決めない。

「ぼくの命は言葉とともにある」福島智著 致知出版社

合理的配慮がテーマのあるシンポジウムで
勇気づけられた言葉

要旨：教員が学生に、勉強内容や目指す資格
（職業）に向いていないと言うのは簡単だが、
我々教員が、教育そのものの可能性を否定し
てはならない。どうすればできるようになるのか
を一緒に考えていく。もし何度挑戦してもだめな
場合は、学生本人が考える。方向転換も本人
の意向がもとになる。その意向が出るまでは機
会を与えることが大切ではないか。

貴学らしい障がい学生支援の在り方を検討

するうえで、少しでもお役に立てば幸いです

ありがとうございました

樫木啓二
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タイムスケジュール

2016年9月7日（水） 東邦大学習志野キャンパス・Ⅴ号館

10：00～10：30 臨時教授会、臨時研究科委員会

10：30～10：35 学長挨拶

教育開発センターによる趣旨説明

10：35～11：45 基調講演

早稲田大学保健センター所長 樫木 啓二先生

11：45～12：10 障がい疑似体験１（グループワーク）

身体障がいの疑似体験：ノートテイク体験

12：10～13：00 昼食

13：00～13：35 障がい疑似体験２（グループワーク）

発達障がいの疑似体験：心理的疑似体験

13：35～13:40 休憩

13：40～14：30 グループディスカッション１

「障がいを抱えた学生の支援と教育改善への展開」

14：30～15：00 グループディスカッション１の報告

樫木先生からのフィードバック

15：00～15：10 休憩

15：00～16：10 グループディスカッション２

「障がいを抱えた学生の受け入れと支援に関する(本学部の)基本方針と組織間の

役割分担のあり方について（先進事例を踏まえ、本学部の方針に盛り込むべき事

項の検討）」

16：20～17：30 グループワークの発表

樫木先生より講評・山内先生より総括
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ディスカッショングループ・参加者リスト 

〔大学院における支援〕

ファシリテータ 化学 生物 分子 物理 情報 生命圏 教養

箕輪 菅井 長谷川 藤崎

曽根

岸本

大江

関口

ホセ 尾関

〔学部講義における支援（身体障がいを中心に）〕

ファシリテータ 化学 生物 分子 物理 情報 生命圏 教養

Ａ
丹羽 小沼

蓮沼

佐藤 田嶋 海野 山口勉

竹内

長

三輪

Ｂ

朝倉 川田

下野

村本

渡邊 足立 大島

西廣

湯田

野田

横田

〔学部講義における支援（発達障がいを中心に）〕

ファシリテー

タ

化学 生物 分子 物理 情報 生命圏 教養

Ａ
新保 佐々木 久保田 古田

塚田

渋谷 日紫喜

並木

上原 山方

Ｂ
千葉 桒原 増尾 杉本

渡辺

西尾 白柳

塚田

柴田 澁川

Ｃ
山内 井上

松本

細井

後藤

北山 木村 井関 安冨

塩野

〔学部実験における支援（身体障がいを中心に）〕

ファシリテータ 化学 生物 分子 物理 情報 生命圏 教養

齋藤良 松川 土岐田

高橋秀

永田 赤星 松島

金岡

齋藤敦 今井

〔学部実験における支援（発達障がいを中心に）〕

ファシリテータ 化学 生物 分子 物理 情報 生命圏 教養

内田 加知

桑原

岩室 大谷 髙木

小川

金

中島

白石

新谷



39

化学科 生物学科 物理学科 生物分子科学科

高橋 正 ○ 長谷川雅美 ○ 渋谷 寛 ○ 古田寿昭 ○

幅田揚一 × 増尾好則 ○ 西尾 豊 ○ 渡辺直子 ○

長谷川匡俊 ○ 川田健文 ○ 齊藤敏明 × 内田 朗 ○

平山直紀 ○ 岩室祥一 ○ 高木祥示 ○ 杉本雅純 ○

北澤孝史 × 丹羽和紀 ○ 小川 了 ○ 佐藤浩之 ○

菅井俊樹 ○ 久保田宗一郎 ○ 金 衛国 ○ 藤崎真吾 ○

松川史郎 ○ 高橋秀典 ○ 酒井康弘 × 岸本利彦 ○

山口耕生 × 蓮沼 至 ○ 河原林 透 × 渡邊総一郎 ○

齋藤良太 ○ 松本紋子 ○ 北山 哲 ○ 永田喜三郎 ○

加知千裕 ○ 後藤友二 × 箕輪達哉 ○ 曽根雅紀 ○

桑原俊介 ○ 小沼順二 ○ 田嶋尚也 ○ 細井晴子 ○

石井淳一 × 村本哲哉 ○ 赤星大介 ○ 後藤 勝 ○

千賀有希子 × 土岐田昌和 ○ 大江純一郎 ○ 大谷真志 ○

佐々木要 ○ 下野綾子 ○ 関口雄一郎 ○ 塚田岳大 ○

森田耕太郎 × 井上 英治 ○ 上野太郎 ×

桒原 彰太 ○

情報科学科 生命圏環境科学科 教養科 事務職員

塚田 真 ○ 大島 茂 ○ 長 利一 ○ 金井哲夫 ○

海野 修 ○ 山口 勉 ○ 千葉康樹 ○ 高橋光代 ○

新谷幹夫 ○ 尾関博之 ○ 新保幸洋 ○ 桑垣伝正 ○

山内長承 ○ 大越健嗣 × 安冨真一 ○ 畑中淳明 ○

佐藤文明 × 朝倉暁生 ○ 今井 泉 ○ 山口 崇 ○

松島俊明 ○ 井関正博 ○ 湯田秀行 ○ 横山里砂 ○

伊藤 登 × 鏡味麻衣子 × 畑中敏伸 × 今任靖子 ○

白柳 潔 ○ 西廣 淳 ○ 塩野直之 ○ 武田絵美 ○

菊地賢一 × 齋藤敦子 ○ 山方竜二 ○ 高田恵美 ○

足立智子 ○ 上原真一 ○ 野田健夫 ○ 佐藤絵梨香 ○

木村泰紀 ○ 柴田裕希 ○ 三輪恭子 ○ 中野華永 ○

ホセ ナチェ

ル
○

竹内彩乃
○

鈴木貴宇
×

並木 誠 ○ 澁川賢一 ○

日紫喜光良 ○ 八木美保子 ×

白石路雄 ○ 横田浩充 ○

高田英行 ×

金岡 晃 ○

中島 悠 ○

木村大輔 ×

教員出席者 85名 
（教員欠席者 21名） 

事務員出席者 11名 





【訂正】 

 

ページ数：ⅰ・5・37 

訂正前「早稲田大学保健センター所長」 

訂正後「保健センター学生相談室心理専門相談員 兼 障がい学生支援室発達障がい

学生支援部門障がい学生支援コーディネーター」 
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